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（追加）親会社の決算に関するお知らせ 
 

 

 平成18年11月27日に開示いたしました「親会社の決算に関するお知らせ」に関し、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び「株式の所有者別状況」「大株主の状況」「役員の状況」について、その内容が確定いたし

ましたので、別添のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．開示資料 

・連結キャッシュ・フロー計算書及び「株式の所有者別状況」「大株主の状況」「役員の状況」 

 

２．親会社等の概要 

(1）親会社等の名称    株式会社ライブドア 

(2）所在地        東京都港区六本木六丁目10番１号 

(3）事業の内容      インターネット関連事業 

(4）当社との関係 

①議決権被所有割合 62.69％（平成18年11月30日現在） 

②人的関係     株式会社ライブドアの代表取締役社長である平松庚三が当社取締役を兼任 

 

以上 
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 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純利益又は 
   税金等調整前当期純損失(△) 
   減価償却費及び償却額 

 
18,840,375 

      2,349,762 
△37,251,343 
3,694,284 

   連結調整勘定償却額            ─ 21,717,634 

   貸倒引当金の増減額  △1,049,043 567,217 
   賞与引当金の増減額  50,680 28,855 
   返品調整引当金の増減額  △1,091 44,647 
   退職給付引当金の増減額  △131,047 350,449 
   ポイント調整引当金の増減額  36,560 △40,277 
   繰延資産償却費  296,066 246,329 
   固定資産除却損  178,246 735,992 
   固定資産評価損  618,371 ─ 
   固定資産売却益  ─ △1,698 
   固定資産売却損  161,151 189,961 
   減損損失  ─ 5,567,699  
   受取利息及び受取配当金  △196,459 △199,223 
   支払利息  384,072 252,659 
   持分法による投資損益  △ 18,454 18,309 
   投資有価証券売却益  △5,650,541 △1,242,888 
   投資有価証券売却損   285,831 336,455 
   関係会社株式売却益  ─ △129,448 
   関係会社株式売却損  ─ 1,497,004  
   有価証券売却益  △34,211 △36,683 
   有価証券評価損  8 553,413 
   為替換算差損益  44,193 △105,095 
   預託金の増減額  △34,077,386 16,451,938 
   持分変動損益  △5,485,337 △121,233 
   売上債権の増減額  △4,096,688 4,910,079 
   営業投資有価証券の増減額  5,027,436 6,503,416 
   たな卸資産の増減額  1,113,139 △350,201 
   営業貸付金の増減額  4,277,946 △18,405,568 
   未収入金の増減額  △532,875 10,353,731 
   差入保証金の増減額  ─ △1,352,894 
   仕入債務の増減額  5,867,018 △3,129,522 
   預かり保証金増減額  △32,821 △44,174 
   受入保証金の増減額  13,372,437 700,479 
   信用取引資産及び負債の増減額  △4,311,032 △7,079,814 
   トレーディング商品の増減額  △7,765,406 △3,175,967 
   その他流動資産の増減額  △5,959,385 3,083,273 
   その他流動負債の増減額  26,298,517 △9,785,127 
   投資その他の資産の増減額  4,123 △2,591,085 
   役員賞与の支払額  ─ △255,866 
   その他  17,975 7,814,834 
    小計  9,882,131 320,553 
   利息及び配当金の受取額  111,642 87,256 
   利息の支払額  △384,072 △124,004 
   法人税等の支払額  △2,718,281 △3,574,221 
      法人税の還付額  ─ 1,570,541 
   契約変更違約金  △168,337 △3,093,358 
  営業活動によるキャッシュ・フロー  6,723,082 △4,813,232 
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前連結会計年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
    有価証券の取得による支出  △4,287,739 △3,898,318 
    有価証券の売却による収入  4,482,000 967,439 
    有形固定資産の取得による支出  △1,509,370 △4,373,513 
    有形固定資産の売却による収入  218,072 3,100,592 
    無形固定資産の取得による支出  △3,600,230 △1,882,008 
    無形固定資産の売却による収入  205,603 33,162 
   投資有価証券の取得による支出  △136,994,049 △368,935 
   投資有価証券の売却による収入  87,315,081 1,403,634 
   出資金の支払による支出  △305,882 ─ 
   出資金の回収による収入  1,875,577 536,943 
   新規連結子会社取得による支出 ※2 △15,584,651 △31,876,152 
   連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   売却等による支出 

※3 △5,310,067 ─ 

   連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   売却等による収入 

 ─ 2,414,245 

   保証金差入による支出  △991,716 ─ 
   保証金回収による収入  203,940 ─ 
   貸付による支出  △7,293,678 △36,226,225 
   貸付金の回収による収入  10,444,010 36,887,806 
   その他  59,267 13,307,545 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 71,073,832 △19,973,785 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
   長期借入による収入  10,022,558 ─ 
   長期借入金の返済による支出  △18,372,490 △6,419,236 

   社債発行による収入  85,000,000 ─ 
   社債償還による支出  △2,108,000 △42,000 
   短期借入による収入  13,523,487 7,000,000 
   短期借入金の返済による支出  △16,951,317 △264,916 
   自己株式取得による支出  △1,898 △156 
   株式の発行による収入  43,523,352 103,618 
      その他  ─ △ 360,773 

  財務活動によるキャッシュ・フロー  114,635,690 16,538 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △71,616 △239,755 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  50,213,324 △25,010,235 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  45,510,561 95,733,885 

Ⅶ 連結追加に伴う現金及び現金同等物増加高  10,000 790,608 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 95,733,885 71,514,258 
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【所有者別状況】 
平成18年９月30日現在 

株式の状況 

区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
（個人以外） 

外国法人等 
（個人） 

個人 
その他 

計 

端株の 
状況 
(株) 

株主数 
(人) 

ー 1 6 555 90 165  131,732 132,550 9 

所有株式数 
(株) 

ー 40,640 73,779,890 7,031,224 507,934,194 1,023,200 459,628,269 1,049,468,045 5.66 

所有株式数 
の割合(％) 

ー 0.00 7.03 0.67 48.39 0.10 43.80 100.00 0.00 

※上記「個人その他」の欄には、当社所有の自己株式30,628株(0.00%)が含まれております。 

  「その他法人」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式等2,789,844株(0.27%)含まれております。 

  

 

 

【大株主の状況】 
平成18年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

堀江 貴文 港区 181,031,074 17.24 

宇野 康秀 那覇市 133,740,000 12.74 

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505044  
常任代理人㈱みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室 

中央区日本橋兜町6番7号 95,249,823 9.07 

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 
常任代理人ゴールドマン・サッ
クス証券会社東京支店 

港区六本木6丁目10番１号 
六本木ヒルズ森タワー 

80,796,938 7.69 

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
常任代理人㈱三菱東京UFJ銀行 

千代田区丸の内2丁目7番1号カストディ業務
部 

75,832,995 7.22 

ドイツ証券株式会社 
代表取締役 ジョン・マクファ
ーレン 

千代田区永田町2丁目11－１山王パークタワ
ー 

71,746,426 6.83 

ユービーエスセキュリティーズ
エルエルシーカスタマーセグリ
ゲイティッドアカウント 
常任代理人シティバンク・エ
ヌ・エイ東京支店 

品川区東品川2丁目3番14号 71,576,430 6.82 

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイロンドン 
常任代理人㈱みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室 

中央区日本橋兜町6番7号 46,043,186 4.38 

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー  
常任代理人㈱みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室 

中央区日本橋兜町6番7号 41,477,155 3.95 

ドイチェバンクアーゲーロンド
ンピービーノントリティークラ
イアンツ613 
常任代理人ドイツ証券株式会社 

千代田区永田町2丁目11番１号山王パークタ
ワー 

22,822,848 2.17 

計 － 820,316,875 78.16 
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(注) 前事業年度末現在主要株主であった株式会社フジテレビジョンは、当事業年度末では主要株主ではなくな

り、宇野康秀氏が新たに主要株主となりました。 

 

【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

1973年 ソニー㈱入社 

1986年 アメリカン・エキスプ

レス・インターナショ

ナルジャパン副社長 

 1992年 ㈱IDGコミュニケーション

ズ代表取締役就任 

 1998年 AOLジャパン㈱代表取締役

就任 

 2003年 弥生㈱代表取締役就任 

代表取締役

社長 
― 平松 庚三 

1946年 
1月6日 

2006年 当社代表取締役就任

（現任） 

7,000    

1971年4月 外務省入省 

 1978年4月 外務省北米第一課長補佐 

 1981年9月 米国アーノルド・ポータ

ー法律事務所弁護士 

 1988年10月 蒲野総合法律事務所代表

弁護士(現任) 

 1999年6月 山一證券㈱破産管財人代

理 

 2000年5月 環太平洋法曹協会(IPBA)

日本選出理事 

 2002年6月 住倉工業㈱破産管財人 

社外取締役 ― 蒲野 宏之 
1945年          
7月21日 

 2006年12月 当社取締役就任（現任） 

           0 

1983年9月 
Morgan  Guaranty 

Trust 

       
Company of NewYork 

入社 

1983年11月 

米国カリフォルニア

州、ニューヨーク州弁

護士会入会 

1986年12月 
JPMorgan 東京支店バイ

ス・プレジデント就任 

1994年5月 ㈱鎌倉取締役就任 

1997年4月 
㈱JTPを設立し、代表取

締役就任 

2000年1月 

・在日米国商工会議所

対日直接投資委員会委

員長就任(現任） 

 

・内閣府対日投資会議

専門部会外国人特別委

員就任(現任) 

社外取締役 ― 
ニコラス・E・ベ

ネシュ 

1956年 
4月16日 

 
・在日米国商工会議所

理事就任(現任) 

0 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

 2000年3月 ㈱アルプス社取締役就任     

2006年12月 

当社取締役就任（現

任） 

 

1992年12月 上 院 議 員 Matt 

Matsunaga(米国ハワイ

州上院議会)科学・経済

開発委員会最高責任者 

1994年7月 茨城県庁生活環境部国

際交流課国際交流員 

1997年1月 Venture Law Group(法

律事務所)弁護士就任 

1999年10月 Yahoo!Inc.(米国)顧問

弁護士就任、ビジネス

開発部マネージャー就

任 

 2001年7月 ヤフー㈱（日本）国際経

営戦略室バイスプレジデ

ント就任 

2004年10月 Interchange 

Corporation ビジネス

開発部シニアバイスプ

レジデント就任 

2005年10月 Experian Interactive

アジアビジネス開発部

シニアバイスプレジデ

ント就任 

 2006年7月 ValueLogix Ventures 

Ltd.を設立し、代表取締

役就任 

社外取締役 ― 
ジョージ・ケラ

マン 

1966年 
10月30日 

2006年12月 当社取締役就任（現

任） 

0 

2001年11月 ㈱ショウタイム代表取

締役就任(現任) 

 2002年11月 ㈱USEN取締役就任(現任) 

 2003年8月 ㈱モーラネット取締役就

任(現任) 

 2004年10月 Klab㈱取締役就任(現任) 

 2004年12月 ㈱ギャガコミュニケーシ

ョンズ取締役就任(現任) 

 2005年3月 ㈱TLIP取締役就任(現任) 

 2005年6月 ㈱ジャングルジム取締役

就任(現任) 

社外取締役 ― 高垣 佳典 
1958年 
8月26日 

 2005年7月 ㈱BBB取締役就任(現任) 

 0 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(株) 

     2006年12月 当社取締役就任（現任）  

1963年４月 警察庁入庁 

 1985年２月 鳥取県警察本部長就任 

 1989年４月 警視庁公安部長就任 

 1992年９月 警察大学校長就任 

 1993年３月 

内閣官房内閣情報調査室

長就任 

 1997年４月 日本電気㈱顧問就任 

 1997年６月 同社常務取締役就任 

 2000年４月 同社取締役、常務委嘱 

 2002年10月 同社取締役、専務委嘱 

 2004年６月 同社顧問就任(現任) 

監査役 ― 大森 義夫 
1939年 
12月22日 

 2006年６月 

当社常勤監査役就任（現

任） 

- 

1970年４月 

国際電信電話㈱(現KDDI

㈱)入社 

 1986年１月 

監査法人朝日新和会計社

(現あずさ監査法人)入社 

 1988年３月 公認会計士登録 

 1992年７月 

公認会計士湯本会計事務

所開業 

監査役 ― 湯本 博 
1951年 
4月30日 

 2006年６月 

当社社外監査役就任（現

任） 

- 

1990年10月 

朝日新和会計社(現あず

さ監査法人)入社 

 1994年４月 公認会計士登録 

 2001年12月 

公認会計士増田会計事務

所 開設 

 2003年３月 

税理士法人プログレス設

立 代表社員(現任) 

監査役 ― 増田 光利 
1968年 
3月27日 

 2006年６月 

当社社外監査役就任（現

任） 

- 

      計7,000 

(注)1.取締役高垣佳典氏は、㈱USENの取締役であり、当社と同社の間には、業務提携関係にございます。 

  2.上記取締役を除き、取締役と当社との間における特別の利害関係はございません。 

3.監査役、大森義夫、湯本博および増田光利は、会社法第2条第16号における社外監査役の要件を満たしてお

ります。 
 




